
１ 新たに薬用作物の栽培に取組む場合
（１）品目の選定や栽培方法を検討したい
① どんな品目が地域に適しているか栽培実証ほの設置
② 地域での薬用作物の栽培普及のための栽培マニュアルの作成
③ 日本薬局方の規格基準に適合しているか確認するための成分分析

（２）試験栽培が終わり、生薬企業と契約を進めているが、未収益期間があることから農家が
不安に感じて契約を進めにくい

① 薬用作物の新植の支援（未収益期間に要する経費の一部を支援（４万円／10a））

２ 既に薬用作物の栽培に取組んでいる場合
（１）作業の省力化を進めたい

① 収穫作業等を機械化するため、既存の農業機械を改良
② 改良した農業機械に対応した栽培マニュアルを作成

（２）産地化に向け、種苗の安定供給が必要
① 優良種苗の安定供給のため、種苗増殖実証ほの設置（３年以内）
② 種苗増殖のための栽培マニュアルの作成

３ 薬用作物の未利用部分（生薬原料にならない部分）を有効活用する場合
（１）消費者ニーズを把握するための調査
（２）実需者と連携した商品開発
（３）薬用作物に対する消費者の理解を促進するためのパンフレット作成

８



取組事項 取組内容

薬
用
作
物
産
地
支
援
協
議
会

地域説明会・相談会の開
催

・農林水産省、厚生労働省、農業・食品産業技術総合研究機構、医薬基
盤・健康・栄養研究所、実需者団体等が連携し、生産者、企業、行政等を
対象に全国８ブロックで開催。各種情報提供、質問・意見、相談を受付。

常時相談窓口の設置
・電話、メール、訪問による需要、栽培技術、種苗等の各種相談に常時対
応

マッチングの支援
・生産者からのマッチング要望票を実需者団体会員へ提供。
・ホームページにマッチングサイトを開設し、生産者側と実需者側相互の
情報を掲載しマッチングを支援（30年度～）。

調査分析 ・薬用作物栽培の手引き作成、取引価格や需要品目調査

専用ホームページによる
各種情報の提供

・生薬の概要・規格、取引状況、国内の栽培状況、栽培方法、栽培手引き、
農業機械の改良状況、産地事例、Q＆Ａ、マッチング支援、技術アドバイザ
－派遣等の各種情報を提供。

技術アドバイザーの派遣
・各地域の要請により、薬用作物の専門技術アドバイザーの派遣事業を実
施（30年度～）

栽培技術研修会の開催
・都道府県普及指導員、市町村職員、ＪＡ鴛鴦指導員等を対象として、現
地研修及び座学（１泊２日）を全国７ブロックで開催。

日本薬用
作物検討
協議会

専用農業機械等の改良・
開発

・播種機、定植機、収穫機、選別機等の改良・開発を実施

〇 ２８年度～３０年度の取組内容

〇 日本漢方生薬製剤協会と全国農業改良普及支援協会で構成される「薬用作物産地支援協議会」、日本漢方
生薬製剤協会会員４企業で構成される「日本薬用作物検討協議会」が設置され、産地化に向けた課題等に対
応した各種取組を実施。
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＜地域説明会・相談会への参加状況（全国８ブロックで開催）＞

［地域相談会の様子］

［地域説明会の様子］

２８年度 ２９年度 ３０年度

地域説明会参加人数 ４９１人 ４０８人 ３０３人

地域相談会相談件数 ７２件 ６６件 ５１件

＜相談窓口への問合せ状況（電話、メール、訪問）＞

28年度（9月～3月） １７４件（月平均２５件）

29年度 ２５０件（月平均２１件）

30年度（12月時点） １６５件（月平均１８件）

＜専用ホームページへの訪問数等＞

訪問数 閲覧数

28年度
（9月～3月）

3,675（月平均525） 17,579（月平均2,511）

29年度 7,678件（月平均640） 40,628（月平均3,386）

30年度
（12月時点）

10,632件（月平均1,181） 47,860（月平均5,318）

【全国段階の取組の実施状況】

注：25年度～27年度は、農林水産省が中心となって、全国ブロック説明会を実施。

［薬用作物産地支援協会会ホームページ］
注1：訪問数は、ホームページへ訪問した回数である
注2：閲覧数は、ホームページのページを閲覧した回数である。 10



＜実需者とのマッチング（２５年度～２９年度）＞

マッチン
グ要望数

折衝開始
数

折衝成立
数

折衝中

全国 ３７８ １１６ ３６ 14

北海道 １８ １０ 7 1

東北 ８４ １５ 5 1

関東 ３１ ６ 1 2

北陸 ４６ ２３ 7 4

東海 ２５ 8 3 0

近畿 ２８ １１ 3 3

中四国 ６５ ２０ 9 1

九州・
沖縄

８１ ２３ 1 2

注１：補助事業実施する以前の25年度から27年度のマッチングも含む。
注２：マッチング成立後、生産者と製薬企業の間で品質規格クリアの確認
（試験栽培）、取引価格、出荷数量等の取引条件の交渉が行われる。

都道府県 市町村 農協
協議会・生産組
合・農業生産法

人等
企業 その他団体 個人 計

５ ２２ １４ ３６ ３０ ６ ３ １１６

➢ 実需者側の求める品目（使用量多）を栽培希望
➢ 中国産との価格差が小さい品目を生産
➢ 種苗の保有、試作経験があるなど、産地化に近い取組

状況
➢ 生産組合等の組織により、市町村等と連携して生産に

取り組み、産地拡大の可能性が高く、関係者も熱心で
拡大志向がある 等

➢ 産地の希望する価格と折り合いが合わない
➢ 試作経験がない、産地規模が小さいなど、将来的に規

模拡大が見込めない
➢ 試験栽培で品質基準がクリア出来なかった
➢ 個人の取組のため長期間の取引に不安 等

【折衝成立の主な要因】

【折衝開始に至ったマッチング要望票提出者の属性】

【折衝開始に至らなかった主な要因】

➢ 個人の取組で生産規模が小さい
➢ 栽培地が遠距離で企業として指導の徹底等が困難
➢ 直接取引ではなく、卸業者などの通じて取引を希望
➢ 企業が必要とする品目でない

【折衝不成立の主な要因】
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＜栽培技術研修会の受講状況（全国７ブロックで開催）＞

２８年度 ２９年度 ３０年度

対象品目数 １６品目 ２２品目 １９品目

受講者数 ９５人 １０５人 １００人

［現地研修の様子］＜薬用作物栽培の手引きの作成＞

作成年度 対象作物 内容

２８年度
トウキ、シャクヤク、セン
キュウ、ミシマサイコ、ジオ
ウ

作物概要、生薬規格・品質、
栽培適地、栽培要点、作物特
質、栽培暦、各種作業、登録
農薬 など２９年度

オタネニンジン、サンショウ、
カンゾウ、カノコソウ、ハト
ムギ

注：薬用作物産地支援協議会ＨＰから入手可能

＜専用農業機械等の改良・開発状況＞

＜トウキ実生苗定植機＞改良・開発状況

２９年度 ホソバオケラ株分け機、トリカブト塊根分離機

２８年度 ミシマサイコ播種機、ハッカ収穫機

２７年度 オウギ茎切機、トウキ収穫機、シャクヤク株分割・根分別機

２６年度
オタネニンジン定植機、トウキ実生定植機（中山間、大規模）、ト
リカブト塊根分別機、シャクヤク収穫期

注：薬用作物産地支援協議会ＨＰから資料の入手可能

＜シャクヤク収穫機＞
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〇 ２８年度～３０年度

北海道 東北 関東 北陸 東海 近畿 中四国 九州 全国

９地区
４県

１２地区
５県
５地区

４県
６地区

２県
３地区

３県
７地区

７県
１２地区

５県
６地区

３１県
６０地区

＜地域別実施地区数＞

順位 対象作物 地区数 順位 対象作物 地区数

１ トウキ １６ ８ ヨモギ ４

２ カンゾウ １２

１０

カミツレ ３

２ ミシマサイコ １２ カラスビシャク ３

４ シャクヤク １１ ゲンノショウコ ３

５ カノコソウ ８ サフラン ３

６ オタネニンジン ６ ジオウ ３

７ ムラサキ ５ ドクダミ ３

８ センキュウ ４

＜事業実施地区で対象作物とした上位１０品目（全体：５３品目）＞

注：対象作物欄の下線のある作物は、日本漢方生薬製剤協会会員が使用している生薬の国産使用量上位１０品目に
該当する作物である。
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＜事業実施地区における主要な取組の状況＞

耕起・畝立 定植 管理 収穫 洗浄機 乾燥調製 加工 計

２ 6 4 13 9 4 2 40

＜作業別の農業機械等の改良機種数＞

取組内容 実施地区数

実証ほ設置 ６４

栽培マニュアル作成 ３６

農業機械等の改良 ２４

注：実施地区数については、対象作物や取組内容を変更し、同一地区が複数年実施している場合がある。

14

＜栽培実証ほ等の設置に必要な種苗の入手先状況＞

漢方薬
企業等

採取
試験研
究機関

種苗会
社等

生産者
等

生薬関
係団体

植物園 農協 大学 その他

２７％ ２０％ １３％ １３％ ８ ５％ ３％ ３％ ２％ ７％

注：26年度から29年度の事業実施主体による種苗の入手先の割合であり、一つの事業主体が複数先から入手している
場合もある。



公
募

地域 国

事業実施主体が
事業実施計画を作成

事業実施計画の
審査・採択

地域

事業の実施

公募締め切りまでに、地方農
政局等へ事業実施計画を提出

①地方農政局等から事業実施主
体へ事業計画の承認の通知
②事業実施主体からの補助金交
付申請

国からの交付決定通知
を受けた後、事業を実
施

２月～３月 ３月 ４月以降

国

※ 公募については、４月以降実施する場合があります。

１ 事業実施までの手続き

国

事業の評価・
公表

２ 事業実施状況報告及び事業評価

① 事業実施主体は、目標年度翌年の７月末日までに事業
評価報告書を地方農政局等に提出
② 地方農政局等は、事業評価結果を公表。成果目標が達
成されていない場合は、引き続き目標達成に取り組むよう
指導

事業実施状況報
告書の作成

地域

① 事業実施年度から目標年度までの間、毎年（翌7月末まで）、
実施状況報告を提出
② 地方農政局等は、成果目標に対して達成が遅れていると判断
した場合は、事業実施主体を指導

国

事業実施状況の
審査

＜事業実施状況の報告＞ ＜事業評価＞

指導（必要に応じ）

提出

事業の自己評価及
び報告書の作成

地域

指導

提出
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〇 本事業による支援は、各地方農政局等を通じて行われますので、事業の詳細は、以下の各
地方農政局等へお問い合わせください。

＜地方農政局等＞

➢ 北海道農政事務所 生産経営産業部 生産支援課 ０１１－３３０－８８０７
（管轄：北海道）

➢ 東北農政局 園芸特産課 ０２２－２２１－６１９３
（管轄：青森県、岩手県、宮城県、山形県、福島県）

➢ 関東農政局 園芸特産課 ０４８－７４０－０４３４
（管轄：茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県、長野県、静岡県）

➢ 北陸農政局 園芸特産課 ０７６－２３２－４３１４
（管轄：新潟県、富山県、石川県、福井県）

➢ 東海農政局 園芸特産課 ０５２－２２３－４６２４
（管轄：岐阜県、愛知県、三重県）

➢ 近畿農政局 園芸特産課 ０７５－４１４－９０２３
（管轄：滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）

➢ 中四国農政局 園芸特産課 ０８６－２２４－９４１３
（管轄：鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県、徳島県、香川県、愛媛県、高知県）

➢ 九州農政局 園芸特産課 ０９６－３００－６２５０
（管轄：福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県）

➢ 内閣府 沖縄総合事務局 農林水産部 生産振興課 ０９８－８６６－１６５３
（管轄：沖縄県）
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